
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
乳酸成分（Ｉ）と

ポリエステル成分（ＩＩ）を重量比で１０：９０
～９０：１０の範囲で 乳酸系ポリエステル及びポリ乳酸からなる高分
子成分１００重量部に対して、脂肪族カルボン酸アミド、脂肪族カルボン酸塩、脂肪族ア
ルコール及び脂肪族カルボン酸エステルからなる化合物群から選択された少なくとも一種
を０．１～５重量部含むことを特徴とするポリ乳酸系樹脂組成物。
【請求項２】
該高分子成分中のポリ乳酸の含有率が高々９９重量％である、請求項１記載のポリ乳酸系
樹脂組成物。
【請求項３】
乳酸系ポリエステルが乳酸成分（Ｉ）と、

からなるポリエステル成分（ＩＩ）とを重量比で
１０：９０～９０：１０の範囲で反応させた反応生成物である請求項１又は２に記載のポ
リ乳酸系樹脂組成物。
【請求項４】
脂肪族カルボン酸アミド、脂肪族カルボン酸塩、脂肪族アルコール及び脂肪族カルボン酸
エステルからなる化合物群から選択された少なくとも一種がパルミチン酸アミド、ステア
リン酸アミド、エルカ酸アミド、ベヘニン酸アミド、リシノール酸アミド、ヒドロキシス
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テアリン酸アミド、Ｎ－オレイルパルミチン酸アミド、Ｎ－ステアリルエルカ酸アミド、
エチレンビスカプリン酸アミド、エチレンビスラウリン酸アミド、エチレンビスエルカ酸
アミド、エチレンビスオレイン酸アミド、ｍ－キシリレンビスステアリン酸アミド、ｍ－
キシリレンビス－１２－ヒドロキシステアリン酸アミド、ステアリン酸ナトリウム、ステ
アリン酸カリウム、ステアリン酸亜鉛、モンタン酸カルシウム、エチレングリコールジス
テアレート及びステアリルアルコール、からなる群から選択された少なくとも一種である
請求項１～３いずれかに記載のポリ乳酸系樹脂組成物。
【請求項５】
ジカルボン酸（ＩＩａ）の合計量に対する脂肪族ジカルボン酸の割合が３０～１００重量
％の範囲にあり、かつ、ジオール（ＩＩｂ）の合計量に対する脂肪族ジオールの割合が４
０～１００重量％の範囲にある請求項１～４いずれかに記載のポリ乳酸系樹脂組成物。
【請求項６】
厚み０．３ｍｍの成形品のヘイズ値が１５％以下であり、かつ、示差走査熱量計で２００
℃から１０℃／分の速度で降温したときに、樹脂の結晶化に伴う発熱ピークが測定される
ことを特徴とする請求項１～５いずれかに記載のポリ乳酸系樹脂組成物。
【請求項７】
請求項１～６のいずれかに記載のポリ乳酸系樹脂組成物よりなり、厚み０．３ｍｍの成形
品のヘイズ値が２０％以下であり、示差走査熱量計で０℃から融点まで１０℃／分の速度
で昇温したときに測定される、樹脂の結晶化に伴う発熱量が１５Ｊ／ｇ以下であることを
特徴とする成形品。
【請求項８】
形態がシート状である請求項７に記載の成形品。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、ポリ乳酸系樹脂組成物及びそれからなる成形品に関する。さらに結晶化速度が
高く、耐折強さ及び透明性に優れ、更には非石油系資源である植物を原料とする環境循環
型のポリ乳酸系樹脂組成物及びそれからなる透明性、耐熱性に優れた成形品に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来、広く用いられている樹脂として、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリ塩化ビニル
、ポリエチレンテレフタレート等が知られており、各種容器等の成形品やゴミ袋、包装袋
等に使用されている。しかしながら、これらの樹脂は石油を原料としているため、使用後
廃棄する際、焼却により地球上の二酸化炭素を増大させ、地球温暖化を助長させてしまう
。また、焼却せずに埋設処理しても、自然環境下で殆ど分解されないために半永久的に地
中に残留する。また投棄されたこれらのプラスチック類により、景観が損なわれ、海洋生
物の生活環境が破壊されるなどの問題が起こっている。
【０００３】
近年、植物由来の原料や微生物により得られる熱可塑性樹脂が注目されている。これらの
樹脂は、石油を原料としない、環境循環型の素材であり、焼却しても地球上の二酸化炭素
を増大させず、また、焼却せずに埋設処理した場合は、微生物により分解されるため、環
境破壊を招くことも少ない。このような樹脂としては、ポリ乳酸やポリヒドロキシ酪酸等
があり、特にポリ乳酸はガラス転移点（Ｔｇ）が最も高く、透明であることなどから、将
来性のある素材として、各種成形材料への用途開発が進められている。
【０００４】
しかしながら、ポリ乳酸のＴｇは約６０℃であり、ポリエチレンテレフタレートに比べる
と約１５℃低く、このため、ポリ乳酸からなる未延伸シートを夏の倉庫内や日当たりの良
い室内など高温となる場所で保管あるいは使用すると、軟化、変形してしまう。
【０００５】
また、ポリ乳酸は脆く、耐衝撃性が低い。このため、ポリ乳酸からなる成形品は割れやす
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くなり、またＪＩＳ－Ｐ８１１５による未延伸シートの耐折強さも非常に低いため、例え
ばポリ乳酸のシートを裁断したり、折り曲げ加工するときにひび割れを生じたりするなど
、加工性にも問題がある。
【０００６】
このため、ポリ乳酸からなる成形品の耐熱性を向上させるため、成形品を熱処理して結晶
化させる（特開平９－１２７４８）、あるいは、延伸配向結晶化させる（特開平７－３０
８９６１）方法が提案されているが、ポリ乳酸は結晶化速度が低く、成形品を熱処理する
と不透明になってしまうという問題があり、また延伸配向結晶化による方法では、透明で
耐熱性のある成形品ができるが、その形状がシート、フィルム等に限定されしまうばかり
か、このシートから熱成形により成形品を製造する際に、配向結晶化されているために成
形しにくいという問題がある。
【０００７】
また、特定の結晶核剤をポリ乳酸に添加することで、結晶化速度を高め、加熱結晶化して
も透明性を維持する方法が特開平９－２７８９９１号公報、特開平１１－５８４９号公報
に開示されているが、ポリ乳酸のもう一つの欠点である脆さの改善についての記載はない
。
【０００８】
ポリ乳酸の脆さの改善については、ｉ）可塑剤の添加、ｉｉ）軟質ポリマーのブレンド等
の方法が知られている。このｉ）可塑剤の添加については、特開平４－３３５０６０号公
報、特開平１０－３１６８４６号公報、特開２００２－５９４９９号公報、特開２００２
－６０６０４号公報、特開２００２－８０７０３号公報などに記載されている。しかしな
がら、可塑剤の添加により、ポリ乳酸樹脂は柔らかくなるが、脆さ、特にＪＩＳ－Ｐ８１
１５による未延伸シートの耐折強さの増加はわずかであり、折り曲げ加工などを行う際の
加工性や、折り曲げた部分の強度は実用レベルにはほど遠い。
【０００９】
またｉｉ）軟質ポリマーの添加の方法では、特開平９－１１１１０７号公報、特開平９－
２７２７９４号公報、特開平１１－２２２５２８号公報、特開２００１－１５１９０６号
公報などには、ポリ乳酸にポリブチレンサクシネート等の脂肪族ポリエステルをブレンド
することにより、ポリ乳酸の耐衝撃性を改善することが記載されている。しかしながら、
これらの脂肪族ポリエステルとポリ乳酸の相溶性が低いため、透明性が低いものしか得ら
れない。一方脂肪族ポリエステルとしてポリ乳酸と脂肪族ポリエステルの共重合ポリエス
テルをポリ乳酸にブレンドする方法も特開平１１－１２４４９５号公報、特開２００１－
３３５６２３号公報に記載されている。この方法によれば、透明性を有し、かつ耐衝撃性
を向上させることができるが、耐熱性向上についての記載はない。
【００１０】
【特許文献１】
特開平９－１２７４８号公報
【特許文献２】
特開平７－３０８９６１号公報
【特許文献３】
特開平９－２７８９９１号公報
【特許文献４】
特開平１１－５８４９号公報
【特許文献５】
特開平４－３３５０６０号公報
【特許文献６】
特開平１０－３１６８４６号公報
【特許文献７】
特開２００２－５９４９９号公報
【特許文献８】

10

20

30

40

50

(3) JP 3988619 B2 2007.10.10



特開２００２－６０６０４号公報
【特許文献９】
特開２００２－８０７０３号公報
【特許文献１０】
特開平９－１１１１０７号公報
【特許文献１１】
特開平９－２７２７９４号公報
【特許文献１２】
特開平１１－２２２５２８号公報
【特許文献１３】
特開２００１－１５１９０６号公報
【特許文献１４】
特開平１１－１２４４９５号公報
【特許文献１５】
特開２００１－３３５６２３号公報
【００１１】
【発明が解決しようとする課題】
本発明が解決しようとする課題は、結晶化速度が速く、かつ耐折強さが大きく、透明性に
優れたポリ乳酸樹脂組成物およびそれからなる耐熱性に優れた成形品を提供することであ
る。
【００１２】
【課題を解決するための手段】
本発明者らは、上記の課題を解決するために鋭意研究を行ったところ、特定の乳酸系ポリ
エステル及びポリ乳酸からなる樹脂組成物に対して、特定の結晶核剤を特定量添加するこ
とにより、結晶化速度が速く、かつ耐折強さが大きく、透明性に優れたポリ乳酸樹脂組成
物が得られ、これから耐熱性に優れた成形品が得られることを見出し、本発明を完成する
に至った。
【００１３】
すなわち、本発明は、乳酸成分（Ｉ）と

ポリエステル成分（ＩＩ）
を重量比で１０：９０～９０：１０の範囲で 乳酸系ポリエステル及び
ポリ乳酸からなる高分子成分１００重量部に対して、脂肪族カルボン酸アミド、脂肪族カ
ルボン酸塩、脂肪族アルコール及び脂肪族カルボン酸エステルからなる化合物群から選択
された少なくとも ０．１～５重量部含むことを特徴とするポリ乳酸系樹脂組成物と
、これよりなる特定の透明性と熱的性質を有する成形品である。
【００１４】
【発明の実施の形態】
乳酸成分（Ｉ）としては、乳酸、ラクタイド、ポリ乳酸又はポリラクタイドが挙げられる
。ラクタイドは、乳酸２分子が環状二量化した化合物で、立体異性体を有するモノマーで
あり、Ｌ－乳酸２分子からなるＬ－ラクタイド、Ｄ－乳酸２分子からなるＤ－ラクタイド
、及びＤ－乳酸及びＬ－乳酸からなるｍｅｓｏ－ラクタイドが挙げられる。
【００１５】
Ｌ－ラクタイド又はＤ－ラクタイドのみを含む共重合体は結晶化し、高融点である。従っ
て、用途に応じて３種類のラクタイドを種々の割合で組み合わせることにより、乳酸系ポ
リエステルの特性を調整することができる。例えば、Ｌ／Ｄ比又はＤ／Ｌ比を重量比で１
００／０～９０／１０、好ましくは１００／０～９５／５、特に好ましくは１００／０～
９８．５／１．５の範囲とすれば、乳酸系ポリエステルとポリ乳酸との混合により製造さ
れるポリ乳酸系組成物も結晶化しやすくなるため好ましい。
【００１６】
乳酸成分（Ｉ）としては、ポリ乳酸又はラクタイドを原料として用いることが好ましい。
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一種を



原料としてポリ乳酸又はラクタイドを用いた場合、得られる乳酸ポリエステルはブロック
共重合体となり、透明性に優れ、かつ優れた耐折強さ付与することができる。
【００１７】
ポリエステル成分（ＩＩ）は、ジカルボン酸（ＩＩａ）及びジオール（ＩＩｂ）をエステ
ル反応させて得られる。
【００１８】
ジカルボン酸（ＩＩａ）としては、例えば、コハク酸、グルタル酸、アジピン酸、ピメリ
ン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、デカンジカルボン酸、シクロヘキサンジ
カルボン酸、ダイマー酸の如き脂肪族ジカルボン酸；フマル酸の如き不飽和脂肪族ジカル
ボン酸；フタル酸、テレフタル酸、イソフタル酸、ナフタレンジカルボン酸の如き芳香族
ジカルボン酸などの炭素原子数４～４５のジカルボン酸が挙げられる。ジカルボン酸（Ｉ
Ｉａ）は、これらに限定されるものではない。また、これらのジカルボン酸は２種類以上
併用して用いることもできる。
【００１９】
これらのジカルボン酸（ＩＩａ）の中でも、コハク酸、アジピン酸、セバシン酸、デカン
ジカルボン酸、シクロヘキサンジカルボン酸、ダイマー酸、フタル酸、テレフタル酸、イ
ソフタル酸、ダイマー酸又は水添ダイマー酸の如き不飽和結合を有していても良い炭素原
子数４～１２のジカルボン酸又は不飽和結合を有していても良い炭素原子数２０～４５の
ジカルボン酸が好ましい。
【００２０】
ジカルボン酸（ＩＩａ）として芳香族ジカルボン酸を用いたポリエステルは、ガラス転移
点（Ｔｇ）が高くなる傾向にあるので、芳香族ジカルボン酸を用いる場合には、耐折強さ
を損なわない程度の量と材料を選択することが好ましい。ジカルボン酸（ＩＩａ）成分の
合計量に対する脂肪族ジカルボン酸の割合は、３０～１００重量％の範囲が好ましい。
【００２１】
ジオール（ＩＩｂ）としては、例えば、エチレングリコール、１，３－プロパンジオール
、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１
，７－ヘプタンジオール、１，８－オクタンジオール、１，９－ノナンジオール、１，１
０－デカンジオール、１，１１－ウンデカンジオール、１，１２－ドデカンジオール、１
，４－シクロヘキサンジメタノール、プロピレングリコール、１，３－ブタンジオール、
１，２－ブタンジオール、２－メチル－１，３－プロパンジオール、ネオペンチルグリコ
ール、３，３－ジエチル－１，３－プロパンジオール、３，３－ジブチル－１，３－プロ
パンジオール、１，２－ブタンジオール、１，２－ペンタンジオール、１，３－ペンタン
ジオール、２，３－ペンタンジオール、２，４－ペンタンジオール、２－メチル－２，４
－ペンタンジオール、１，４－ペンタンジオール、１，２－ヘキサンジオール、１，３－
ヘキサンジオール、１，４－ヘキサンジオール、１，５－ヘキサンジオール、ｎ－ブトキ
シエチレングリコール、水添ビスフェノールＡ、ダイマージオール、ジエチレングリコー
ル、ジプロピレングリコール、トリエチレングリコール、ポリエチレングリコール、ポリ
プロピレングリコール、ポリテトラメチレングリコール、キシリレングリコール、フェニ
ルエチレングリコールなどの炭素原子数２～４５の脂肪族ジオール、ビスフェノールＡの
ＥＯ（エチレンオキサイド）付加物などの芳香族ジオールが挙げられる。これらのジオー
ルは、２種類以上併用して使用することもで

【００２２】
これらのジオールの中でも、エチレングリコール、１，３－プロパンジオール、１，４－
ブタンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、プロピレングリコール、２－メ
チル－１，３－プロパンジオール、ネオペンチルグリコール、１，３－ブタンジオール

ダイマージオール 、ビスフェノールＡのＥＯ（エチレ
ンオキサイド）付加物 が好まし
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き、ビスフェノールＡのＥＯ付加物を含むジ
オールを使用する。

お
よび から選ばれる少なくとも１種と

の併用 く、特に好ましくは、プロピレングリコールとビス
フェノールＡのＥＯ（エチレンオキサイド）付加物の併用である。



【００２３】
ジオール（ＩＩｂ）成分の合計量に対する脂肪族ジオールの割合は、４０～１００重量％
の範囲が好ましい。
【００２４】
ジカルボン酸（ＩＩａ）及びジオール（ＩＩｂ）をエステル反応させて得られるポリエス
テル成分（ＩＩ）の重量平均分子量には、特に制限がないが、耐折強さが高いポリ乳酸系
樹脂組成物を得るためには、分子量を高くする必要があり、２，０００以上であることが
好ましく、５，０００以上であることが更に好ましく、１０，０００～２００，０００の
範囲にあることがより好ましく、２０，０００～１５０，０００の範囲にあることが更に
好ましく、２０，０００～１００，０００の範囲にあることが特に好ましい。
【００２５】
分子量１００，０００以上の高分子量ポリエステル成分（ＩＩ）は、ジカルボン酸（ＩＩ
ａ）及びジオール（ＩＩｂ）をエステル反応させて得られるポリエステルに、さらに、鎖
伸長剤として酸無水物あるいはポリイソシアネートを反応させることにより、製造するこ
とができる。本発明で使用するポリエステル成分（ＩＩ）は、このようにポリイソシアネ
ートを鎖伸長剤として用いて得られるポリイソシアネート変性ポリエステルをも包含する
。
【００２６】
次に、乳酸系ポリエステルについて説明する。本発明の乳酸系ポリエステルは、乳酸成分
（Ｉ）と、ジカルボン酸（ＩＩａ）及びジオール（ＩＩｂ）からなるポリエステル成分（
ＩＩ）とを重量比で（Ｉ）：（ＩＩ）＝９０：１０～１０：９０、好ましくは６０：４０
～１０：９０、より好ましくは５０：５０～１０：９０、特に好ましくは５０：５０～１
５：８５で反応させて得られる乳酸系ポリエステルである。
【００２７】
乳酸系ポリエステルは、その重量平均分子量が１０，０００以上のものが好ましい。さら
に、ポリ乳酸系樹脂組成物の耐折強度向上のためには、重量平均分子量が２０，０００～
２００，０００の範囲のものが好ましく、３０，０００～２００，０００の範囲のものが
より好ましい。一方、分子量の上限は特にないが、一般的に２０万以下であり、使用しや
すさから１５０，０００以下である。
【００２８】
本発明の乳酸系ポリエステルの製造方法としては、例えば、（１）ラクタイドとポリエス
テル成分（ＩＩ）とを、重合触媒の存在下で反応させる方法、（２）乳酸を重縮合してポ
リ乳酸を得、該ポリ乳酸をポリエステル成分（ＩＩ）存在下で更に脱水、重縮合すること
によってポリ乳酸－ポリエステルブロック共重合体を得る方法、（３）乳酸又はラクタイ
ドから得られたポリ乳酸とポリエステル成分（ＩＩ）とをエステル交換触媒の存在下、溶
融混練することによりポリ乳酸－ポリエステルブロック共重合体を得る方法などが挙げら
れる。
【００２９】
また、乳酸成分（Ｉ）とポリエステル成分（ＩＩ）を単に混合あるいは混練しただけでは
これらの成分が十分に相溶しないため、得られるポリ乳酸系樹脂組成物の透明性が悪化す
る。このため、上記のように乳酸成分（Ｉ）とポリエステル成分（ＩＩ）を意図的に反応
させることが必要である。
【００３０】
以上述べた乳酸系ポリエステルとポリ乳酸からなる高分子成分中のポリ乳酸の含有率は高
々９９重量％、好ましくは３０重量％～９７重量％、更に好ましくは５０重量％～９５重
量％、特に好ましくは６０重量％～９５重量％であるである。ポリ乳酸の含有率が９９％
を超えると得られるポリ乳酸系樹脂組成物の耐折強さが低下する。
【００３１】
次に透明核剤について説明する。本発明では、ポリ乳酸系樹脂組成物の結晶化速度を高め
、かつ該組成物から透明性、耐熱性に優れた成形品を得るために透明核剤を添加する必要
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がある。本発明において用いられる透明核剤は、ポリ乳酸及び乳酸系ポリエステルとの相
溶性が良好である必要があり、かつポリ乳酸及び乳酸系ポリエステルからなるポリ乳酸系
樹脂組成物の結晶化速度を高め、かつ、結晶化した時は透明性を維持するものでなければ
ならない。このような透明核剤としては、脂肪族カルボン酸アミド、脂肪族カルボン酸塩
、脂肪族アルコール及び脂肪族カルボン酸エステルがが挙げられる。
【００３２】
本発明で用いられる脂肪族カルボン酸アミドとしては、通常アミド結合と呼ばれる結合を
有する化合物であり、融点が４０～３００℃の脂肪族カルボン酸アミドであれば、特に制
限されない。特に融点が２００℃未満のものであれば、ポリ乳酸系樹脂組成物と溶融状態
で混合できるため、分散性がよく好ましい。さらに融点が１５０℃～２００℃であれば、
ポリ乳酸系樹脂組成物と一軸押出機で溶融混合する際、脂肪族カルボン酸アミドが液化す
ることによるポリ乳酸系樹脂組成物のくい込み不良がなく、特に好ましい。本発明におけ
る脂肪族カルボン酸アミドとしては、脂肪族モノカルボン酸アミド類、Ｎ－置換脂肪族モ
ノカルボン酸アミド類、脂肪族ビスカルボン酸アミド類、Ｎ－置換脂肪族カルボン酸ビス
アミド類、Ｎ－置換尿素類が挙げられる。
【００３３】
脂肪族カルボン酸アミドの具体例としては、ラウリン酸アミド、パルミチン酸アミド、オ
レイン酸アミド、ステアリン酸アミド、エルカ酸アミド、ベヘニン酸アミド、リシノール
酸アミド、ヒドロキシステアリン酸アミドのような脂肪族モノカルボン酸アミド類；Ｎ－
オレイルパルミチン酸アミド、Ｎ－オレイルオレイン酸アミド、Ｎ－オレイルステアリン
酸アミド、Ｎ－ステアリルオレイン酸アミド、Ｎ－ステアリルステアリン酸アミド、Ｎ－
ステアリルエルカ酸アミド、メチロールステアリン酸アミド、メチロールベヘニン酸アミ
ドのようなＮ－置換脂肪族モノカルボン酸アミド類；メチレンビスステアリン酸アミド、
エチレンビスラウリン酸アミド、エチレンビスカプリン酸アミド、エチレンビスオレイン
酸アミド、エチレンビスステアリン酸アミド、エチレンビスエルカ酸アミド、エチレンビ
スベヘニン酸アミド、エチレンビスイソステアリン酸アミド、エチレンビスヒドロキシス
テアリン酸アミド、ブチレンビスステアリン酸アミド、ヘキサメチレンビスオレイン酸ア
ミド、へキサメチレンビスステアリン酸アミド、へキサメチレンビスベヘニン酸アミド、
へキサメチレンビスヒドロキシステアリン酸アミド、ｍ－キシリレンビスステアリン酸ア
ミド、ｍ－キシリレンビス－１２－ヒドロキシステアリン酸アミドのような脂肪族ビスカ
ルボン酸アミド類；Ｎ，Ｎ′－ジオレイルセバシン酸アミド、Ｎ，Ｎ′－ジオレイルアジ
ピン酸アミド、Ｎ，Ｎ－ジステアリルアジピン酸アミド、Ｎ，Ｎ′－ジステアリルセバシ
ン酸アミド、Ｎ，Ｎ′－ジステアリルイソフタル酸アミド、Ｎ，Ｎ′－ジステアリルテレ
フ夕ル酸アミドのようなＮ－置換脂肪族カルボン酸ビスアミド類；Ｎ－ブチル－Ｎ′－ス
テアリル尿素、Ｎ－プロピル－Ｎ′－ステアリル尿素、Ｎ－ステアリル－Ｎ′－ステアリ
ル尿素、Ｎ－フェニル－Ｎ′－ステアリル尿素、キシリレンビスステアリル尿素、トルイ
レンビスステアリル尿素、ヘキサメチレンビスステアリル尿素、ジフェニルメタンビスス
テアリル尿素、ジフェニルメタンビスラウリル尿素のようなＮ－置換尿素類が挙げられる
。これらは一種類又は二種類以上の混合物であってもよい。
【００３４】
この中でも、脂肪族モノカルボン酸アミド類、Ｎ－置換脂肪族モノカルボン酸アミド類、
脂肪族ビスカルボン酸アミド類が好適に用いられ、特に、パルミチン酸アミド、ステアリ
ン酸アミド、エルカ酸アミド、ベヘニン酸アミド、リシノール酸アミド、ヒドロキシステ
アリン酸アミド、Ｎ－オレイルパルミチン酸アミド、Ｎ－ステアリルエルカ酸アミド、エ
チレンビスカプリン酸アミド、エチレンビスオレイン酸アミド、エチレンビスラウリン酸
アミド、エチレンビスエルカ酸アミド、ｍ－キシリレンビスステアリン酸アミド、ｍ－キ
シリレンビス－１２－ヒドロキシステアリン酸アミドが好適に用いられる。
【００３５】
本発明で透明核剤として用いる脂肪族カルボン酸塩としては、融点が４０℃～３００℃の
脂肪族カルボン酸塩であれば、特に制限されない。特に融点が２００℃未満のものであれ
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ば、ポリ乳酸系樹脂組成物と溶融状態で混合できるため、分散性がよく好ましい。さらに
融点が１５０℃～２００℃であれば、ポリ乳酸系樹脂組成物と一軸押出機で溶融混合する
際、脂肪族カルボン塩が液化することによるポリ乳酸系樹脂組成物のくい込み不良がなく
、特に好ましい。本発明で使用する脂肪族カルボン酸塩は下記一般式（１）に示される化
合物を包含する。
【００３６】
【化１】
　
　
（Ｒは、炭素原子数１０～４０の、飽和若しくは不飽和又は直鎖若しくは分岐の炭化水素
基であり、Ｍは、リチウム、ナトリウム、カリウム、カルシウム、マグネシウム、アルミ
ニウム、ベリリウム、バリウム、銅、ニッケル、鉛、タリウム、亜鉛及び銀である。）
【００３７】
脂肪族カルボン酸塩の具体例としては、例えば、ラウリン酸ナトリウム、ラウリン酸カリ
ウム、ラウリン酸水素カリウム、ラウリン酸マグネシウム、ラウリン酸カルシウム、ラウ
リン酸亜鉛、ラウリン酸銀等のラウリン酸塩；ミリスチン酸リチウム、ミリスチン酸ナト
リウム、ミリスチン酸水素カリウム、ミリスチン酸マグネシウム、ミリスチン酸カルシム
、ミリスチン酸亜鉛、ミリスチン酸銀等のミリスチン酸塩；パルミチン酸リチウム、パル
ミチン酸カリウム、パルミチン酸マグネシウム、パルミチン酸カルシウム、パルミチン酸
亜鉛、パルミチン酸銅、パルミチン酸鉛、パルミチン酸タリウム、パルミチン酸コバルト
等のパルミチン酸塩；オレイン酸ナトリウム、オレイン酸カリウム、オレイン酸マグネシ
ウム、オレイン酸カルシウム、オレイン酸亜鉛、オレイン酸鉛、オレイン酸タリウム、オ
レイン酸銅、オレイン酸ニッケル等のオレイン酸塩；ステアリン酸ナトリウム、ステアリ
ン酸リチウム、ステアリン酸マグネシウム、ステアリン酸カリウム、ステアリン酸カルシ
ウム、ステアリン酸バリウム、ステアリン酸アルミニウム、ステアリン酸タリウム、ステ
アリン酸亜鉛、ステアリン酸鉛、ステアリン酸ニッケル、ステアリン酸ベリリウム等のス
テアリン酸塩；イソステアリン酸ナトリウム、イソステアリン酸カリウム、イソステアリ
ン酸マグネシウム、イソステアリン酸カルシウム、イソステアリン酸バリウム、イソステ
アリン酸アルミニウム、イソステアリン酸亜鉛、イソステアリン酸ニッケル等のイソステ
アリン酸塩；ベヘニン酸ナトリウム、ベヘニン酸カリウム、べヘニン酸マグネシウム、ベ
ヘニン酸カルシウム、ベヘニン酸バリウム、ベヘニン酸アルミニウム、べヘニン酸亜鉛、
ベヘニン酸ニッケル等のベヘニン酸塩；モンタン酸ナトリウム、モンタン酸カリウム、モ
ンタン酸マグネシウム、モンタン酸カルシウム、モンタン酸バリウム、モンタン酸アルミ
ニウム、モンタン酸亜鉛、モンタン酸ニッケル等のモンタン酸塩等が挙げられる。
【００３８】
これらは一種類又は二種類以上の混合物であってもよい。特に、ステアリン酸の塩類やモ
ンタン酸の塩類が好適に用いられ、特に、ステアリン酸ナトリウム、ステアリン酸カリウ
ム、ステアリン酸亜鉛、モンタン酸カルシウムが好適に用いられる。
【００３９】
本発明で透明核剤として用いる脂肪族アルコールとしては、融点が４０℃～３００℃の脂
肪族モノアルコール及び脂肪族多価アルコールであり、一般式（２）で示される化合物で
ある。特に融点が２００℃未満のものであれば、ポリ乳酸系樹脂組成物と溶融状態で混合
できるため、分散性がよく好ましい。さらに融点が１５０℃～２００℃であれば、ポリ乳
酸系樹脂組成物と一軸押出機で溶融混合する際、脂肪族アルコールが液化することによる
ポリ乳酸系樹脂組成物のくい込み不良がなく、特に好ましい。
【００４０】
【化２】
　
　
（Ｒは、炭素原子数が６～４０の、飽和若しくは不飽和又は直鎖若しくは分岐若しくは環
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状の炭化水素基であり、Ｘは、水素原子又は水酸基）
【００４１】
脂肪族アルコールの具体例としては、例えば、脂肪族モノアルコール類、脂肪族多価アル
コール類、環状アルコール類が挙げられる。例えば、ペンタデシルアルコール、セチルア
ルコール、ヘプタデシルアルコール、ステアリルアルコール、ノナデシルアルコール、エ
イコシルアルコール、セリルアルコール、メリシルアルコール等の脂肪族モノアルコール
類；１，６－ヘキサンジオール、１，７－へプタンジール、１，８－オクタンジオール、
１，９－ノナンジオール、１，１０－デカンジオール等の脂肪族多価アルコール類；シク
ロペンタン－１，２－ジオール、シクロヘキサン－１，２－ジオール、シクロヘキサン－
１，４－ジオール等の環状アルコール類等が挙げられる。これらは一種類又は二種類以上
の混合物であってもよい。特に脂肪族モノアルコール類が好適に用いられ、特にステアリ
ルアルコールが好適に用いられる。
【００４２】
本発明で透明核剤として用いられる脂肪族カルボン酸エステルには、融点が４０℃～３０
０℃の脂肪族カルボン酸エステルであり、下記一般式（３）で表される脂肪族モノカルボ
ン酸エステル、一般式（４）で表されるエチレングリコールモノエステル及びエチレング
リコールジエステル、一般式（５）で表されるグリセリンモノエステル、グリセリンジエ
ステル及びグリセリントリエステルが包含される。特に融点が２００℃未満のものであれ
ば、ポリ乳酸系樹脂組成物と溶融状態で混合できるため、分散性がよく好ましい。さらに
融点が１５０℃～２００℃であれば、ポリ乳酸系樹脂組成物と一軸押出機で溶融混合する
際、脂肪族カルボン酸エステルが液化することによるポリ乳酸系樹脂組成物のくい込み不
良がなく、特に好ましい。
【００４３】
【化３】
　
　
【００４４】
【化４】
　
　
　
　
　
【００４５】
【化５】
　
　
　
　
　
　
　
（Ｒ１ 、Ｒ２ は、炭素原子数が１０～４０の、飽和若しくは不飽和又は直鎖若しくは分岐
の炭化水素基であり、Ｘ１ 、Ｘ２ 、Ｘ３ 、Ｘ４ 、Ｘ５ は水素原子又は炭素原子数２～４０
の飽和若しくは不飽和、又は直鎖若しくは分岐のアシル基であり、Ｘ１ 、Ｘ２ の少なくと
も一つは、炭素原子数２～４０の飽和若しくは不飽和、又は直鎖若しくは分岐のアシル基
であり、Ｘ３ 、Ｘ４ 、Ｘ５ の少なくとも一つは、炭素原子数１～４０の飽和若しくは不飽
和、又は直鎖若しくは分岐のアシル基である。ｎ１ 、ｎ２ 、ｎ３ 、ｎ４ 、ｎ５ は０～４の
整数であり、同じであっても異なってもよい。）
【００４６】
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脂肪族カルボン酸エステルの具体例としては、例えば、ラウリン酸セチルエステル、ラウ
リン酸フェナシルエステル、ミリスチン酸セチルエステル、ミリスチン酸フェナシルエス
テル、パルミチン酸イソプロピリデンエステル、パルミチン酸ドデシルエステル、パルミ
チン酸テトラドデシルエステル、パルミチン酸ペンタデシルエステル、パルミチン酸オク
タデシルエステル、パルミチン酸セチルエステル、パルミチン酸フェニルエステル、パル
ミチン酸フェナシルエステル、ステアリン酸セチルエステル、べヘニン酸エチルエステル
等の脂肪族モノカルボン酸エステル類；モノラウリン酸グリコール、モノパルミチン酸グ
リコール、モノステアリン酸グリコール等のエチレングリコールのモノエステル類；ジラ
ウリン酸グリコール、ジパルミチン酸グリコール、ジステアリン酸グリコール等のエチレ
ングリコールのジエステル類；モノラウリン酸グリセリンエステル、モノミリスチン酸グ
リセリンエステル、モノパルミチン酸グリセリンエステル、モノステアリン酸グリセリン
エステル等のグリセリンのモノエステル類；ジラウリン酸グリセリンエステル、ジミリス
チン酸グリセリンエステル、ジパルミチン酸グリセリンエステル、ジステアリン酸グリセ
リンエステル等のグリセリンのジエステル類；トリラウリン酸グリセリンエステル、トリ
ミリスチン酸グリセリンエステル、トリパルミチン酸グリセリンエステル、トリステアリ
ン酸グリセリンエステル、パルミトジオレイン、パルミトジステアリン、オレオジステア
リン等のグリセリンのトリエステル類等が挙げられる。これらは一種類又は二種類以上の
混合物であってもよい。この中でもエチレングリコールのジエステル類が好適であり、特
にエチレングリコールジステアレートが好適に用いられる。
【００４７】
これらの化合物の高分子成分に対する添加量は、高分子成分１００重量部に対して、０．
１～５重量部であり、好ましくは、０．３～２重量部、さらに好ましくは０．５～１．５
重量部、最も好ましくは０．８～１．２重量部である。０．１重量部より小さいと、透明
核剤としての効果が不十分となり、ポリ乳酸系樹脂組成物の結晶化速度が低くなるばかり
か、結晶化したときの透明性も悪化する。逆に５重量部より大きくなると、さらなる透明
核剤としての効果は得られなくなるばかりか、透明結晶核剤が樹脂に完全に溶解しないた
め、ポリ乳酸系樹脂組成物の透明性が悪化する。
【００４８】
本発明に係るポリ乳酸系樹脂組成物には、目的（例えば、引張強度、耐熱性、耐候性等の
向上）に応じて各種添加剤（酸化防止剤、紫外線吸収剤、熱安定剤、難燃剤、内部離型剤
、無機添加剤、帯電防止剤、表面ぬれ改善剤、焼却補助剤、顔料等滑剤）などを添加する
ことができる。例えば、Ｔダイ成形、インフレーション成形等、フィルムやシートの成形
では、フィルム、シートのブロッキング防止やすべり性を改良するために、無機添加剤や
滑剤を添加することが推奨される。
【００４９】
無機添加剤としては、シリカ（ＳｉＯ２ ）、炭酸カルシウム、タルク、カオリン、カオリ
ナイト、酸化亜鉛等が挙げられ、特にシリカが好適である。又、これ等は一種又は二種以
上の混合物として用いることもできる。
無機添加剤の添加量は、一般的には、高分子成分（Ａ）１００重量部に対し０．０５～１
５重量部であり、好ましくは０．５～１０重量部、さらに好ましくは１～５重量部がよい
。その添加量は目的とするシート、フィルム成形時の成形性、得られたフィルムの耐ブロ
ッキング性、フィルムの滑り性が良好となる最適量が適宜選択される。
【００５０】
本発明の乳酸系樹脂組成物は、乳酸系ポリエステルとポリ乳酸からなる高分子成分と透明
結晶核剤を、場合によっては他の添加剤とともに、高速攪拌機または低速撹拌機などを用
いて均一に混合した後、十分な混練能力のある一軸あるいは多軸の押出機で溶融混練する
方法により製造することができる。本発明のポリ乳酸系樹脂組成物の形状は、通常、ペレ
ット、棒状、粉末等が好ましい。
【００５１】
本発明のポリ乳酸系樹脂組成物のヘイズは、厚さ０．３ｍｍの成形品で測定した値で、１
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５％以下であり、好ましくは１０％以下、更に好ましくは７％以下、特に好ましくは５％
以下である。さらに、このポリ乳酸系樹脂組成物を示差走査熱量計で２００℃から１０℃
／分で降温したときに、樹脂の結晶化に伴う発熱ピークが測定される。この発熱量（ΔＨ
）は、好ましくは１Ｊ／ｇ以上、特に好ましくは５Ｊ／ｇ以上である。発熱ピークが出な
い場合は、この樹脂組成物から耐熱性のある成形品を得ることは難しい。
【００５２】
本発明のポリ乳酸系樹脂組成物から、透明性、耐熱性に優れた成形品が得られる。この成
形品のヘイズは、厚さ０．３ｍｍの成形品で測定した値で、２０％以下であり、好ましく
は１７％以下、更に好ましくは１２％以下、特に好ましくは７％以下である。この成形品
は、示差走査熱量計で０℃から融点まで１０℃／分で昇温したときに、樹脂の結晶化に伴
う発熱ピークが測定される。この発熱量（ΔＨ）は１５Ｊ／ｇ以下であり、、好ましくは
１０Ｊ／ｇ以下、特に好ましくは５Ｊ／ｇ以下である。この発熱量が１５Ｊ／ｇを超える
と耐熱性が低下する。
【００５３】
次に、本発明の目的とする透明性と結晶性を併有する成形体を製造する方法について以下
に説明する。本発明は、前述したポリ乳酸系樹脂組成物を成形時、又は成形後に結晶化さ
せる事で、透明性と結晶性を併有する成形体を製造する方法である。成形方法としては、
一般に射出成形、押出成形、ブロー成形、インフレーション成形、異形押出成形、射出ブ
ロー成形、真空圧空成形、紡糸等の通常の方法が挙げられるが、本発明で示すポリ乳酸系
樹脂組成物においては、いずれの成形方法にも適応でき、何ら制限はない。但し、成形時
、又は成形後において、成形体を何らかの方法（例えば、熱処理）で結晶化させる必要が
ある。ポリ乳酸系樹脂組成物を成形時、又は成形後に結晶化させる具体例としては、例え
ば、成形時に該組成物の溶融物を金型内に充填し、金型内でそのまま結晶化させる方法（
以下、金型内結晶化法という）、及び該組成物の非晶性の成形体を熱処理する方法（以下
、後結晶化法という）を挙げることができる。この金型内結晶化法及び後結晶化法では、
成形体を結晶化する際の最適の温度条件は異なる。
【００５４】
金型内結晶化法の場合、金型の設定温度条件は、該組成物の示差走査熱量分析における結
晶化開始温度から、結晶化終了温度までの温度範囲が好ましく、結晶化ピークの頂点付近
の温度がより好ましい。結晶化開始温度より高い温度では、結晶化速度が著しく小さくな
り、生産性、操作性が悪くなったり、さらには結晶化しなくなり、目的とする成形体が得
られない場合があり、逆に結晶化終了温度より低い温度では結晶化速度が著しく小さく、
目的とする成形体が得られない場合がある。この方法では、金型内の保持時間は、該組成
物によっても異なるが、金型内で、成形体が十分に結晶化するにたる時間以上であれば、
特に制限はない。
【００５５】
一方、後結晶化法の場合、金型の設定温度条件は、該組成物のガラス転移点（Ｔｇ）から
融点（Ｔｍ）までの温度範囲、より好ましくは、（Ｔｇ＋５℃）から（Ｔｍ－２０℃）、
さらに好ましくは（Ｔｇ＋１０℃）から（Ｔｍ－４０℃）までの温度範囲がよい。設定温
度がＴｍより高い場合は、短時間で結晶化させても透明性を損ねたり、形状が歪んだりす
る場合があり、さらに長時間加熱すると融解する場合がある。逆にＴｇより低い温度では
、結晶化速度が著しく小さく、目的とする結晶性の成形体が得られない場合がある。この
方法では成形体を熱処理する時間は、組成物により異なるが、成形体が十分に結晶化する
に足る時間以上であれば、特に制限されない。
【００５６】
以下に、本発明に係る、成形体に透明性と結晶性を同時に付与することができる成形体の
成形方法の態様を説明する。
【００５７】
１．射出成形（金型内結晶化法）
射出成形（金型内結晶化法）においては、例えば、ポリ乳酸系樹脂組成物のペレットの溶
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融物を、結晶化開始温度（１３５℃）から結晶化終了温度（６５℃）の温度範囲内に保持
された金型内に充填し保持することにより、本発明で目的とする透明性と結晶性を併有す
る成形体を成形することができる。
【００５８】
２．射出成形（後結晶化法）
射出成形（後結晶化法）においては、例えば、ポリ乳酸系樹脂組成物を用いて金型温度２
０℃で成形して得られた非晶性な成形体を、Ｔｇ（５９℃）からＴｍ（１６３℃）の温度
範囲内の雰囲気下に保持したり、又は適当な熱媒体と接触させることにより、本発明で目
的とする透明性と結晶性を併有する射出成形体を成形することができる。
【００５９】
３．押出成形（後結晶化法）
押出成形（後結晶化法）においては、例えば、ポリ乳酸系樹脂組成物を、一般的なＴダイ
押出成形機で成形した非晶性のフィルムやシートを、Ｔｇ（５９℃）からＴｍ（１６３℃
）の範囲内に保持されたオーブン（加熱炉）中や温水中に連続的に通過させ熱処理したり
、あるいはバッチ的に熱処理したりすることにより、本発明で目的とする透明性と結晶性
を併有するシートやフィルムを成形することができる。
【００６０】
４．ブロー成形（後結晶化法）
ブロー成形（後結晶化法）においては、ポリ乳酸系樹脂組成物を、一般的なブロー成形機
で溶融して金型に充填することにより非晶性な予備成形体を得た後、得られた予備成形体
をオーブン（加熱炉）中で加熱した後に、Ｔｇ（５９℃）からＴｍ（１６３℃）の範囲内
に保持された金型内に入れて、圧力空気を送出してブローすることにより、本発明で目的
とする透明性と結晶性を併有するブローボトルを成形することができる。ここで、圧力空
気として、高温［例えば、室温（２５℃）以上からＴｍ（１６３℃）以下の温度］のもの
を用いると、成形体の結晶化に要する時間を短縮することができる。
【００６１】
５．真空成形・真空圧空成形（金型内結晶化法）
上記の押出成形と同様な方法により成形した非晶性なフイルムを、一般的な真空成形機に
より、結晶化開始温度（１３５℃）から結晶化終了温度（６５℃）の範囲内に保持された
金型内で真空成形又は真空圧空成形することにより、本発明で目的とする透明性と結晶性
を併有する成形体を成形することができる。ここで、圧力空気として、高温［例えば、室
温（２５℃）以上からＴｍ（１６３℃）以下の温度］のものを用いると、成形体の結晶化
に要する時間を短縮することができる。
【００６２】
６．真空成形・真空圧空成形（結晶性フィルムの真空成形）
上記の押出成形と同様な方法により成形した結晶性のフィルムを、真空圧空成形すること
により、本発明で目的とする透明性と結晶性を併有する成形体を成形することができる。
以上のような成形方法により成形して得られた本発明のポリ乳酸系樹脂組成物成形体は、
結晶性と透明性を併有し、高い耐熱性を有する。
【００６３】
本発明の透明性、結晶性（耐熱性）及び耐折強さを有するポリ乳酸系樹脂組成物成形体は
、公知、公用の成形法で得られる射出成形品、フィルム、袋、チューブ、シート、カップ
、ボトル、トレー、糸等を包含し、その形状、大きさ、厚み、意匠等に関して何ら制限は
ない。
【００６４】
具体的には、本発明の成形体は、食品包装用袋、食器やフォーク及びスプーン等の食品用
の容器やトレイ、乳製品や清涼飲料水及び酒類等用のボトル、ラップフィルム、化粧品容
器、ゴミ袋、かさ、テント、防水シート、（粘着）テープ、エアーマット、漂白剤用の容
器、液体洗剤類用のボトル、医療器具や医療材料用の容器や包装材、医薬品用容器や包装
材、つり糸、魚網、農業用品の容器や包装材及びカプセル、肥料用の容器や包装材及びカ
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プセル、種苗用の容器や包装材及びカプセル、農園芸用フィルム、製品包装用フィルム、
オーバーヘッドプロジェクター用フィルム、熱線反射フィルム、液晶ディスプレー用フィ
ルム等に用いることができる。この他、本発明の方法で得られるフィルムやシートは、紙
や他のポリマー等の他の材質のシートと、接着剤や熱融着によるラミネートや貼り合わせ
等により、多層構造の積層体とすることもできる。
【００６５】
特に、従来、ポリ乳酸やポリ乳酸ブロックとポリブチレンサクシネートブロックを有する
共重合体のような透明性に優れている脂肪族ポリエステルの非晶性のフィルムを、例えば
、紙等に熱ラミネーションした場合、ラミネーション時の熱により、結晶化し、不透明に
なるという問題があった。したがって、透明性が要求される用途の場合、熱ラミネーショ
ン時の熱処理条件を限定したり、接着剤を用いるラミネーション方法が好ましく用いられ
、さらには、透明性と耐熱性を要求される用途の場合は、該樹脂組成物を用いることはで
きなかった。
【００６６】
しかしながら、本発明の樹脂組成物を用いた場合、例えば、透明な非晶性フィルムをその
まま紙等に熱ラミネーシヨンし、紙等への貼り合わせと該組成物の結晶化を同時に行って
もよい。また、一旦熱ラミネーションした積層体をさらに熱処理して結晶化させてもよい
。いずれの条件下でも、その透明性を維持し、さらには、耐熱性を付与した積層体を得る
ことができる。　本発明の成形品を得るためには、成形後、示差走査熱量計により測定さ
れるポリ乳酸系樹脂組成物の結晶化温度付近で加熱結晶化する必要がある。その方法につ
いては特に共押出法と組み合わせることにより、性質の異なる複数の本発明のポリ乳酸系
樹脂組成物からなる多層フィルムや本発明のポリ乳酸系樹脂組成物と他種のポリマーから
なる多層フィルムを、高い生産性で製造することができる。
【００６７】
【実施例】
以下、実施例及び比較例を用いて、本発明を更に具体的に説明するが、本発明はこれら実
施例に何ら限定されるものではない。
【００６８】
実施例で行った測定は以下の通りである。
（分子量測定）
ゲルパーミエーションクロマトグラフィー測定装置（以下、ＧＰＣと省略する。東ソー株
式会社製ＨＬＣ８１２０、カラム温度４０℃、テトラヒドロフラン溶媒）によりポリスチ
レン標準サンプルとの比較で測定した。
【００６９】
（透明性測定；以下、「ヘイズ」と省略する。）
厚さ約０．３ｍｍのシートについて、
ヘイズメーター（日本電色工業株式会社製ＮＤＨ－２０００）にて測定した。
【００７０】
（耐折回数）
　厚さ約２５０μｍのシートを用い、ＭＩＴ耐揉疲労試験機（（株）東洋精機製作所）に
より、ＪＩＳ  Ｐ－８１１５に基づいて測定した。尚、耐折強さは耐折回数の で
ある。
【００７１】
（降温結晶化温度（Ｔｃ’）と発熱量（ΔＨ））
パーキンエルマー社製示差走査熱量計（ＤＳＣ－７）に、樹脂組成物を約１０ｍｇ入れ、
２００℃まで昇温し、５分間保持する。その後１０℃／分で０℃まで降温したときに測定
される発熱ピーク温度である。そして発熱量（ΔＨ）はこのピークとベースラインとで囲
まれる面積から求めた。
【００７２】
（昇温結晶化温度（Ｔｃ）と発熱量（ΔＨ））
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パーキンエルマー社製示差走査熱量計（ＤＳＣ－７）に、樹脂組成物を約１０ｍｇ入れ、
０℃から１０℃／分で２００℃まで昇温したときに測定される発熱ピーク温度である。そ
して発熱量（ΔＨ）はこのピークとベースラインとで囲まれる面積から求めた。
【００７３】
（成形品の耐熱性）
６０℃の恒温槽に２時間入れたときの成形品の変形を目視にて評価した。
○：変形小
×：変形大
【００７４】
製造例１（乳酸系ポリエステルＰ－１の合成）
撹拌器、精留器、ガス導入管を付した５０Ｌ反応槽に、ダイマー酸１モル当量とプロピレ
ングリコール１．４モル当量を仕込み、窒素気流下で１５０℃から１時間に１０℃ずつ昇
温させながら加熱撹拌した。生成する水を留去しながら２２０℃まで昇温し、２時間後、
エステル交換触媒としてチタンテトライソプロポキシド７０ｐｐｍを添加し、０．１ｋＰ
ａまで減圧して３時間撹拌して、ＧＰＣを用いたポリスチレン換算による数平均分子量（
Ｍｎ）が１８，０００、重量平均分子量（Ｍｗ）が３０，０００の脂肪族ポリエステルを
得た。この脂肪族ポリエステル 重量部及びＬ－ラクタイド 重量部をセパラブルフ
ラスコに入れ、１８０℃で溶融した。溶液が均一になってからオクタン酸スズ２００ｐｐ
ｍを添加し、１８０℃で３．５時間撹拌した。重合終了後にエチルヘキサン酸ホスフェー
ト５００ｐｐｍを添加して、ＧＰＣを用いたポリスチレン換算による数平均分子量（Ｍｎ
）が 、重量平均分子量（Ｍｗ）が 、ガラス転移点（Ｔｇ）が５
３℃の乳酸系ポリエステル（Ｐ－１）を得た。
【００７５】
製造例２～ （乳酸系ポリエステルＰ－２～Ｐ－ の合成）
ジカルボン酸、ジオール、ラクタイドの種類、添加量を表１ のように変えた以外は、
製造例１と同様にして、乳酸系ポリエステル（Ｐ－２～Ｐ－ ）を合成した。
各ポリマーの数平均分子量（Ｍｎ）、重量平均分子量（Ｍｗ）、ガラス転移点（Ｔｇ）に
ついても表１～３に示す。
【００７６】
製造例 （乳酸系ポリエステル組成物Ｐ－ の作製）
撹拌器、精留器、ガス導入管を付した５０Ｌ反応槽に、ダイマー酸１モル当量とプロピレ
ングリコール１．４モル当量を仕込み、窒素気流下で１５０℃から１時間に１０℃ずつ昇
温させながら加熱撹拌した。生成する水を留去しながら２２０℃まで昇温し、２時間後、
エステル交換触媒としてチタンテトライソプロポキシド７０ｐｐｍを添加し、０．１ｋＰ
ａまで減圧して３時間撹拌して、ＧＰＣを用いたポリスチレン換算による数平均分子量（
Ｍｎ）が１８，０００、重量平均分子量（Ｍｗ）が３０，０００の脂肪族ポリエステルを
得た。この脂肪族ポリエステル２０重量部とＬ体とＤ体の重量比（Ｌ／Ｄ）が１００／０
のポリ乳酸８０重量部を二軸混練機（日本製鋼所、ＴＥＸ３０α）を用い、２３０℃で混
練し、乳酸系ポリエステル組成物（Ｐ－ ）を得た。このポリエステル樹脂組成物の数平
均分子量（Ｍｎ）、重量平均分子量（Ｍｗ）、ガラス転移点（Ｔｇ）を表４に示す。
【００７７】

１
ポリ乳酸９０重量部、乳酸系ポリエステル（Ｐ－１）１０重量部、及び透明核剤としてエ
チレンビスラウリン酸アミド（日本油脂（株）、アルフローＡＤ－２１２）１重量部を東
洋精機社製ラボプラストミルに供給し、Ｔダイより押し出して、厚さ約３００μｍのシー
トを作製した。ヘイズは３．５％、耐折性は３２０回。降温結晶化温度（Ｔｃ’）は１０
１℃であり、その発熱量（ΔＨ）は６．４Ｊ／ｇであった。そしてこのシートを１００℃
で５分間熱処理した後のヘイズは９．５％であり、昇温結晶化温度（Ｔｃ）は８４℃、そ
の発熱量（ΔＨ）は３Ｊ／ｇであった。そしてこのシートを６０℃の恒温槽中に２時間入
れておいたところ、変形はみられず良好であった。
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【００７８】

ポリ乳酸、乳酸系ポリエステル、透明核剤の種類、添加量を表５～表８のように変えた以
外は と同様に実施した。評価結果を表５～表 に示す。
【００７９】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００８０】
【表２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００８１】
【表３】
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【００８２】
【表４】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００８３】
【表５】
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【００８４】
【表６】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００８７】
【表７】
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【００８８】
【表８】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００８９】
実施例のポリ乳酸系樹脂組成物は、ヘイズ１５％以下と透明であり、かつ当該組成物から
得られるシートの耐折回数も１００回以上と割れにくい。結晶化速度も速く、加熱処理に
よりヘイズ２０％以下の比較的透明で耐熱性が良好な成形品を得ることができる。
【００９０】
一方、比較例においては、乳酸系ポリエステル及び透明核剤を添加しない場合は耐折回数
は０回と堅くて脆く、また耐熱性が低い成形品しか得られない（比較例 ）。また、乳酸
系ポリエステルを添加しない場合は、耐熱性のある成形品が得られるが、耐折回数は３回
と、樹脂の脆さは改善されていない（比較例 ）。さらに、透明結晶核剤を添加しない場
合は、耐折回数は５００回以上と脆さは改善されているが、耐熱性のある成形品は得られ
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ない（比較例 ）。
【００９１】
さらに、乳酸系ポリエステルにおいて、ポリエステル／ラクタイドの比率が１０／９０未
満の場合は、得られるポリ乳酸系樹脂組成物の耐折回数が低下する（比較例 ）。一方、
９０／１０を超える場合は、ポリ乳酸との相溶性が低下するため、ポリ乳酸系樹脂組成物
のヘイズが高くなってしまう（比較例 ）。
【００９２】
また、透明結晶剤の添加量が０．１重量％未満の場合は結晶性が低くなり、かつ成形品を
熱処理すると透明性が悪化してしまう（比較例 ）。
さらに５重量％を超える場合は、ポリ乳酸系樹脂組成物の透明性が低下する（比較例 ）
。
【００９３】
【発明の効果】
本発明のポリ乳酸系樹脂組成物は結晶化速度が高く、耐折強さ及び透明性に優れており、
このポリ乳酸系樹脂組成物からは透明で耐熱性に優れた成形品を得ることができる。従っ
て、このポリ乳酸系樹脂組成物はおよびそれからなる成形品は、各種容器やトレイ、更に
はクリアケース、カレンダー立て等の用途に好適である。
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